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前 書 き 
 

我が国は、その位置、地形、地質、気象等の自然的条件から、台風、豪雨、洪水、土砂災害、

地震、津波等による災害が発生しやすい国土となっており、毎年のように自然災害による被害が

発生し、これまでに多くの人命や財産が失われてきた。このため、気象庁は、自然災害による被

害の予防・軽減、交通の安全確保、産業の発展等公共の福祉の増進に寄与することを目的として、

気象情報を正確かつ迅速に提供する重要な役割を担っている。 

このような中、平成５年には、新たな官民の役割分担の観点から、気象庁が保有する気象情報

の提供体制の整備、気象予報士制度の創設等を内容とする気象業務法（昭和27年法律第165号）

の一部改正が行われた。また、平成19年の同法の一部改正では、近年における気象業務に関する

技術の進展及び観測体制の充実に対応し、地震及び噴火による被害の軽減を図るため、気象庁に、

地震動及び火山現象についての予報及び警報が義務付けられた。 

一方、平成20年夏、河川や下水道管渠
かんきょ

の中などで活動していた人々が突然降り出した局地的な

大雨による急な増水で流され死亡するなどの事故が相次いで発生した。また、平成22年２月には、

チリ中部沿岸を震源とする地震を原因とした津波警報等が発表され、地域住民の社会活動が広範

囲に影響を受けるなど、警報等の防災気象情報は国民の安心・安全の確保の上からも一層重要度

が増している。 

他方、気象庁では、観測や情報発表に関係するミスが相次いだことから、「気象庁業務信頼性

向上対策要綱」（平成20年10月１日気象庁業務信頼性向上対策本部決定）を策定し、全庁的に、

観測・情報提供システム等の管理の強化や、人為的ミスの防止等による信頼性の向上を図るため

の対策に取り組んでいる。しかしながら、依然として同システム等の障害が発生するなどの状況

がみられる。また、気象情報の提供など様々なサービスを行う民間気象事業者が増加し、気象情

報や予報と結び付けた商品開発など新たな事業が展開されている。さらに、気象庁にあっては、

観測・予報業務の機械化・自動化が進められており、これに対応した業務運営の効率化等が求め

られている。 

この行政評価・監視は、このような状況を踏まえ、気象庁における警報等の適時かつ的確な実

施、業務の信頼性の向上及び組織・業務運営の効率化等並びに民間気象事業者等の健全な発展を

図る観点から、気象業務の実施状況、民間気象事業者等の業務運営の状況等を調査し、関係行政

の改善に資するために実施したものである。 
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